
別記

第１号様式（第４条関係）

第　　　号　

　　年　　月　　日　

高知県知事　　様

（申請者）住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　
（生年月日　　　　　　　　年　　月　　日）

補　助　金　交　付　申　請　書
高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により、令和　年度高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金の交付を下記のとおり申請します。

記

１　補助金交付申請額

金　　　　　　　　　　円

２　補助対象事業の目的及び内容


３　添付書類

(１)　補助金所要額調書（別紙１）

(２)　事業計画書（別紙２）

（３） 活動計画書（別紙３）

(４)　歳入歳出予算書抄本（別紙４）

(５)　県税の滞納がない旨を証する納税証明書（納税義務がない場合は申立書（別紙５））

（６） 委任状（別紙６）（他法人にかかる事務を一体的に行う場合）

(７)　(１)から(６)までに掲げるもののほか、関係資料

別紙１

補　助　金　所　要　額　調　書

単位：円

	総事業費
	寄附金その他の
	差引き額
	対象経費支出
	補助基準額
	補助所要額
	備考

	　A
	収入 　　　　　B
	(A－B)  　C
	予定額　　 　D
	E
	F
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）　E欄は、高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金交付要綱に定める補助基準額を記入してください。

F欄は、C欄、D欄又はE欄の額に補助率を乗じて得た額のうち、最も少ない額（1,000円未満切り捨て）を記入してください。

別紙２

事　業　計　画　書

１　事業計画書

	申請法人名
	

	自らの取組に加え他法人にかかる事務を一体的に行う場合その法人について記載
	法人名
	

	
	事業所名・

サービス種別
	

	
	住所
	

	
	事業内容


	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化
（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	実施予定期間
	

	実施場所
（海外現地国・地域、訪問施設、開催場所等）
	

	外国人介護人材の受入状況・予定



	（１）就労中
	（２）受入予定（予定時期）

	
	事業所名：
	事業所名：

	
	技能実習生：

特定技能：
	技能実習生：　　　　

（予定時期　　　　　　　　　）

特定技能：

（予定時期　　　　　　　　　）

	事業内容
	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	

	
	（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	

	
	（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	


２　対象経費内訳書

	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

	経費区分
	対象経費

支出予定額
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	

	計
	
	
	

	（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

	経費区分
	対象経費

支出予定額
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	

	計
	
	
	

	（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	経費区分
	対象経費

支出予定額
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	

	計
	
	
	

	(1)～(3)合計
	円
	
	


　（注）以下の資料を、あわせて提出してください。

・旅費等、事業に関する費用の見積書

別紙３

活動計画書
※渡航回数分作成すること
	１　活動予定日・宿泊予定数
	

	２　出張予定者氏名

（全員を記載すること）
	

	３　活動予定場所

（１）訪問国
	

	（２）学校
	

	（３）送り出し機関
	

	（４）その他
	


現地での活動計画について（既存の日程表の添付でも可（下表の項目を含むものに限る））
	活動日
	場所
	内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※活動計画内容に係る資料を添付すること。
例）学校等の訪問を計画している場合、訪問先がわかる資料（ホームページ、法人内で訪問先を決定した資料等）
　　説明会の開催を計画している場合、ポスターやチラシ等の案等

別紙４

歳入歳出予算書抄本

１　収入の部

単位：千円

	区　　分
	予　算　額
	説　　　明

	県補助金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


２　支出の部

単位：千円

	区　　分
	予　算　額
	説　　　明

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


上記は、令和　年度高知県外国人介護人材確保支援事業の歳入歳出予算書抄本であることを証明します。

住　所　

氏　名　　　　　　　　　　　　
別紙５

申　立　書

　

令和　年度高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金の交付申請にあたり、当法人は県税の納税義務がないことを申し立てます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　高知県知事　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　

別紙６
委　任　状
高知県知事　様
令和　年　月　日
法人名：
住　所：
代表者氏名：
（生年月日　　　　　　年　　　月　　日）
　私は、下記の者が令和　　年度高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金の交付を受けて行う補助事業において、下記の者を代理人と定め、
（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化
（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動
に係る事務を委任します。
記
【代理人（受任者）】
法人名：
住　所：
代表者氏名：
（生年月日　　　　年　　　月　　　日）
（添付書類）
　・県税の滞納がない旨を証明する納税証明書

第２号様式（第７条関係）

第　　　　　　　号　

　　年　月　日　

高知県知事　　様

（申請者）住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　

補　助　事　業　変　更　（　中止　・　廃止　）承　認　申　請　書
　　年　　月　　日付け高知県指令　　　　第　　　号で補助金の交付の決定を受けました令和　年度高知県外国人介護人材確保支援事業を下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金交付要綱第７条第２号の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　既交付決定額
金　　　　　　　　　　円
２　変更交付申請額
金　　　　　　　　　　円
３　変更（中止・廃止）理由

	


４　変更内容

	


５　添付書類

（１）　補助金変更所要額調書（別紙１）

（２）　事業変更計画書（別紙２）

（３）　活動計画書（別紙３）

（４）　歳入歳出予算書抄本（別紙４）

（５）　委任状（別紙５）（他法人にかかる事務を一体的に行う場合）

（６）　その他関係資料

別紙１

補　助　金　変　更　所　要　額　調　書

単位：円

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	総事業費
	寄附金その
	差引き額
	対象経費支出
	補助基準額
	補助所要額
	備考

	
	A
	他の収入 　B
	(A－B) C
	予定額　　　D
	E
	F
	

	変更前
	
	
	
	
	
	
	

	変更後
	
	
	
	
	
	
	


（注）　E欄は、高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金交付要綱に定める補助基準額を記入してください。

F欄は、C欄、D欄又はE欄の額に補助率を乗じて得た額のうち、最も少ない額（1,000円未満切り捨て）を記入してください。

　　　　

別紙２

事　業　変　更　計　画　書

１　事業変更計画書

	申請法人名
	

	自らの取組に加え他法人にかかる事務を一体的に行う場合その法人について記載
	法人名
	

	
	事業所名・

サービス種別
	

	
	住所
	

	
	事業内容


	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化
（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	実施予定期間
	

	実施場所
（海外現地国・地域、訪問施設、開催場所等）
	

	外国人介護人材の受入状況・予定



	（１）就労中
	（２）受入予定（予定時期）

	
	事業所名：
	事業所名：

	
	技能実習生：

特定技能：
	技能実習生：　　　　

（予定時期　　　　　　　　　）

特定技能：

（予定時期　　　　　　　　　）

	事業内容
	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	

	
	（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	

	
	（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	
	対象事業所名、住所

、サービス種別
	

	
	


２　対象経費内訳書

	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

	経費区分
	対象経費

支出予定額

（変更前）
	対象経費

支出予定額

（変更後）
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

	経費区分
	対象経費

支出予定額

（変更前）
	対象経費

支出予定額

（変更後）
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	経費区分
	対象経費

支出予定額

（変更前）
	対象経費

支出予定額

（変更後）
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	(1)～(3)
合　計
	円
	
	
	


　（注）以下の資料を、あわせて提出してください。

・旅費等、事業に関する費用の見積書
別紙３

活動計画書
※渡航回数分作成すること
	１　活動予定日・宿泊予定数
	

	２　出張予定者氏名

（全員を記載すること）
	

	３　活動予定場所

（１）訪問国
	

	（２）学校
	

	（３）送り出し機関
	

	（４）その他
	


現地での活動計画について（既存の日程表の添付でも可（下表の項目を含むものに限る））
	活動日
	場所
	内容

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※活動計画内容に係る資料を添付すること。
例）学校等の訪問を計画している場合、訪問先がわかる資料（ホームページ、法人内で訪問先を決定した資料等）
　　説明会の開催を計画している場合、ポスターやチラシ等の案等

別紙４

歳入歳出予算書抄本

１　収入の部

単位：千円

	区　　分
	予　算　額
	説　　　明

	県補助金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


２　支出の部

単位：千円

	区　　分
	予　算　額
	説　　　明

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


上記は、令和　年度高知県外国人介護人材確保支援事業の歳入歳出予算書抄本であることを証明します。

住　所　

氏　名　 　　　　　　　　　　

別紙５
委　任　状
高知県知事　様
令和　年　月　日
法人名：
住　所：
代表者氏名：
（生年月日　　　　　　年　　　月　　日）
　私は、下記の者が令和　　年度高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金の交付を受けて行う補助事業において、下記の者を代理人と定め、
（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化
（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動
に係る事務を委任します。
記
【代理人（受任者）】
法人名：
住　所：
代表者氏名：
（生年月日　　　　年　　　月　　　日）
（添付書類）
　・県税の滞納がない旨を証明する納税証明書

第３号様式（第８条関係）

第　　　号　

　　年　　月　　日　

高知県知事　　様

（申請者）住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　

補　助　事　業　実　績　報　告　書
　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　　号で補助金の（変更）交付の決定を受けました令和　年度高知県外国人介護人材確保支援事業を完了しましたので、高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり関係書類を添えて報告します。

記

１　補助金交付決定額


金　　　　　　　　　　円

２　補助金精算額


金　　　　　　　　　　円
３　添付書類

(１)　補助金精算書（別紙１）

(２)　事業実績報告書（別紙２）

(３)　活動報告書（別紙３）

(４)　歳入歳出決算書（別紙４）

(５)　(１)から(４)までに掲げるもののほか、現地での活動実績を確認できる資料や契約書・領収書等の関係資料

別紙１

補　助　金　精　算　書

単位：円

	
	
	
	
	
	
	
	
	差引き

	総事業費
	寄付金その
	差引き額
	対象経費
	補助基準額
	補助所要額
	補助金
	既交付
	過不足額

	A
	他の収入　 B
	(A－B) C
	実支出額  D
	E
	F
	確定額   G
	決定額   H
	（G－H）I

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）　E欄は、高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金交付要綱に定める補助基準額を記入してください。

F欄は、C欄、D欄又はE欄の額に補助率を乗じて得た額のうち、最も少ない額（1,000円未満切り捨て）を記入してください。

別紙２
事　業　実　績　報　告　書

１　事業実績報告書

	申請法人名
	

	自らの取組に加え他法人にかかる事務を一体的に行う場合その法人について記載
	法人名
	

	
	事業所名・

サービス種別
	

	
	住所
	

	
	事業内容


	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集
（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化
（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	実施期間
	

	実施場所
（海外現地国・地域、訪問施設、開催場所等）
	

	外国人介護人材の受入状況・予定



	（１）就労中
	（２）受入予定（予定時期）

	
	事業所名：
	事業所名：

	
	技能実習生：

特定技能：
	技能実習生：　　　　

（予定時期　　　　　　　　　）

特定技能：

（予定時期　　　　　　　　　）

	
	（３）（２）のうち本事業により受け入れにつながった人数

	
	事業所名：

	
	技能実習生：　　　　　　　　　　　　　（予定時期　　　　　　　　　）

特定技能：　　　　　　　　　　　　　　（予定時期　　　　　　　　　）



	事業内容
	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	

	
	（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	

	
	（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	
	対象事業所名、住所、

サービス種別
	

	
	

	
	上記の事業で、特に効果があったと認められる手法・取組

	
	


※　現地での活動実績を確認できる根拠資料を合わせて提出してください。
例：説明会を開催した場合…説明会のちらし、ポスター、参加人数等説明会の実績、説明会の様子がわかる写真　など
　　　　学校を訪問した場合　…訪問先の情報、会議等の参加者、実施場所が記載されたもの、訪問先での写真　など
２　対象経費内訳書

	（１）送り出し国におけるマーケティング活動等の情報収集

	経費区分
	対象経費

支出額
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	

	計
	
	
	

	（２）海外現地の学校や送り出し機関との関係構築・連携強化

	経費区分
	対象経費

支出額
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	

	計
	
	
	

	（３）海外現地での説明会開催等の採用・広報活動

	経費区分
	対象経費

支出額
	積算内訳
	摘要

	
	
	
	

	計
	
	
	

	(1)～(3)合　計
	円
	
	


　※支出を確認できる資料をあわせて提出してください。

別紙３

活動報告書
※渡航回数分作成すること
	１　活動日・宿泊数
	

	２　出張者氏名

（全員を記載すること）
	

	３　活動場所

（１）訪問国
	

	（２）学校
	

	（３）送り出し機関
	

	（４）その他
	


現地での活動実績について
	活動日
	場所
	内容

	
	
	

	
	
	


	
	
	

	
	
	


別紙４

歳入歳出決算（見込み）書
１　収入の部

単位：千円

	区　　分
	予　算　額
	決算（見込）額
	説　　　明

	県補助金
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	       　計
	
	
	


２　支出の部

単位：千円

	区　　分
	予　算　額
	決算（見込）額
	説　　　明

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


上記は、令和　年度高知県外国人介護人材確保支援事業の歳入歳出決算（見込み）書抄本であることを証明します。

住　所　　

氏　名　 　　　　　　　　　　　　　　

第４号様式（第８条関係）

第 　　　　　　　号

 　年　 月 　日

　　高知県知事　　様

申請者　　住　所　　

氏　名　 　　　　         　 　　　

高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金に係る消費税仕入控除税額等報告書

　　年　　月　　日付け高知県指令　　　　第　　　　号で(変更)交付の決定を受けました補助金について、高知県外国人介護人材確保支援事業費補助金交付要綱第８条第３項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　該当事業

２　内　　容

	高知県補助金等交付規則第12条の規定による補助金の確定額

（補助金交付決定額）
	円



	実績報告時により減額した消費税仕入控除税額等
	(ａ)

                円

	消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等
	(ｂ)

  円

	補助金返還相当額
	(ｂ)-(ａ)

                        円

　　　　　　　　　　　　円


(注)　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳、国税還付金振込通知書（写し）その他参考となる資料を添えてください。
該当するものに○





事業所ごとに、在留資格別、国籍別の人数を記載





他法人にかかる事務を一体的に行う場合はその法人についても記載








実施時期、実施方法、達成目標について、具体的に記載すること











該当する取組を記載





該当するものに○





事業所ごとに、在留資格別、国籍別の人数を記載





他法人にかかる事務を一体的に行う場合はその法人についても記載








実施時期、実施方法、達成目標について、具体的に記載すること














該当する取り組みを記載





該当するものに○





事業所ごとに、在留資格別、国籍別の人数を記載





他法人にかかる事務を一体的に行う場合はその法人についても記載








実施時期、実施方法、達成目標について、具体的に記載すること











